
様式第４号（その１）（第７条関係） 

令和○年 ○月 ○日

  
東近江市長 様 

                    〒 527 － 8527 

申請者 住所 東近江市八日市緑町10番５号 

氏名 東近江 太郎    ㊞ 

電話 080-1111-2222 

 
住まいる事業補助金交付申請書 

 
 東近江市住まいる事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、標記補助金の交付を

受けたいので下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

記 
 

１ 住宅の所在地 東近江市 八日市緑町25番４号 

２ 補助対象事業 
☑ 市民子育て住宅取得事業 
□ U ターン者住宅取得事業 

３ 施工業者 

名称及び 
代表者名 

株式会社 東近江住宅社 
代表取締役 永源寺 太郎 

住所（所在地） 東近江市山上町1316番地 

連絡先 0748-1111-2222 

４ 居住者数             ３ 人 

５ 事業完了年月日     令和８年 12月  10日 

６ 建物の取得価格（Ａ） 28,500,000 円（税別・税込） 

７ 対象外経費（Ｂ）               円（税別・税込） 

８ 補助対象経費 
（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）               円（税別・税込） 

９ 補助申請金額 
（Ｃ）×20％ 

              円 

※ 太枠内を御記入ください。 

記入例 

提出日を記入 

認印可 
シャチハタ等の 
スタンプ印不可 

・契約書の契約者と同一人物であること。 
・住宅の所有権を２分の１以上有すこと。 
・住民票記載の住所を記入すること。 

契約書の相手方と同じであること。 

契約書に記載の

工事場所と一致

していること。 

居住等確約書と

記載人数が同じ

であること。 

・新築、建売住宅 
建物に係る金額内

訳の合計額を記入 
・中古住宅 
固定資産評価証明

書の評価額を記入 

該当する方に

チェックする。 

完了予定日で可 

※１ 

※１ 

・新築住宅取得の場合      市内の住宅販売者又は施工業者との契約に限る。 

・建売住宅、中古住宅取得の場合 市内の住宅販売者又は施工業者との契約に限らない。 

本補助制度の「市内の住宅販売者又は施工業者」とは・・・ 

(1) 市内に本社、事業所を有する法人又は市内に住民票がある個人事業者 

(2) 上記(1)の事業者に事業の一部を委託する事業者（受託者報告書、要提出） 


